
英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業 

廃止措置研究・人材育成等強化プログラム 

事後評価総合所見 

研究課題名：福島第一原子力発電所構内環境評価・デブリ取出しから廃炉までを想定した地盤工

学的新技術開発と人材育成プログラム 

研究代表者（研究機関名）：東畑 郁生（地盤工学会） 

再委託先研究責任者（研究機関名）：小峯 秀雄（早稲田大学） 

再委託先研究責任者（研究機関名）：鈴木 誠（千葉工業大学） 

研究期間：平成２７年度～令和元年度（５年計画） ２９６百万円 

項 目 要  約 

１．研究の概要 福島第一原子力発電所の廃止措置を、実効性の高い技術に基づき実現す

ることを目指して、高放射線環境等原子力特有の条件を地盤工学に融合し、

原子力発電所の現状から廃炉までの時間軸を考慮して、(i)現状から廃炉措

置までの長期間の地下水環境・作業環境の状況調査と将来予測、(ii)土・

地盤の放射線遮蔽性能を活用したデブリ取出し補助技術と掘削技術の適用

評価、それに基づく実効性の高い数種類のデブリ処理メニューの提示、

(iii)福島第一原子力発電所構内の除染廃棄物処分と原子炉建屋デコミッ

ショニングに関する実現可能な技術の開発を行う。また、これらの技術を

体系化し、原子力技術者と協働できる新しい地盤工学技術者の育成プログ

ラム「廃炉地盤工学」を構築することを目的として、以下の研究および人

材育成を行う。 

１）廃炉地盤工学を通じた人材育成プログラム 

２）超重泥水・各種覆土の放射線遮蔽性能評価 

３）地下水環境等の解析・調査技術と予測技術の高度化 

２．総合評価 
Ａ

・原子力分野と地盤工学分野の橋渡しを行うことを目標に、土木分野にお

いて従来知見のなかった廃炉に向けた取組がなされ、技術マップ作成や

超重泥水利用研究による新たな提案や映像授業の公開などがなされた

ことは評価ができる。

・一方で、学会としての取組であるという利点を活かした広がりのある活

動となりきれていない点は残念である。参画した大学だけでなく、学会

としてのネットワークを通じた他大学等への拡大・展開がなされると、

より良い成果になると考えられる。

Ｓ）特筆すべき優れた成果があげられている 

Ａ）優れた成果があげられている 

Ｂ）相応の成果があげられている 

Ｃ）部分的な成果に留まっている 

Ｄ）成果がほとんどあげられていない 


